
財務諸表に対する注記 
 

1. 継続事業の前提に関する注記 

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はありません。 

 

2. 重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・期末日の市場価額等に基づく時価法(評価差額は正味財産増減額として 

処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

利用可能期間に基づく定額法によっております。 

無形固定資産(ソフトウェア) 

利用可能期間(5 年)に基づく定額法によっております。 

リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

賞与引当金 

職員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込み額のうち当事業年度の負担すべき

額を計上しております。 

退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、退職給付債務は、期末自己都合要支給額に基づいて計算しております。 

 

 

3. 追記情報 

(1)緊急学修支援奨学金について  

当法人在学奨学生以外に対し、エネルギー価格上昇に端を発する諸物価上昇による学習環境

費用等の悪化による社会情勢に左右されず修学し、卒業後、社会貢献できる人材の支援、また

留学生においては日本での学びを自国で活用してもらえるよう支援することを目的とした緊

急学修支援奨学金の支給を行いました。 

選考の結果、愛媛県内の高等専門学校専攻科を含む大学又は大学院に在学する学生で最終学

年の学生、留学生 7 名、日本人学生 41 名に対し一律 300,000 円計 48 名、14,400,000 円を支

給いたしました。当該金額は事業費の「奨学金」に含まれております。 

 

 

(2)奨学生拡充のための特定費用準備金 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第 18条第 1項本文に定める将

来の特定の活動の実施、即ち今後の奨学生拡充のために特別に支出する費用に充てるため、

2014 年度より５年間に渡って特定費用準備金(奨学生拡充資産)の積立を行っており、積立資

産である貸借対照表の固定資産の部の特定資産の一項目として「奨学生拡充資産」として計上

しております。 



積立した特定費用準備金について、各々翌年度より五分の一 1,440,000 円づつ奨学生増加に伴

う支出の増加に充当するため取崩してきております。(当年度においては 2 ヵ年分 2,880,000

円)を取崩しております。 

 

また、コロナウィルスの学習環境へ影響が当事業年度においても続いていたため、オンライン

教育環境整備補助目的奨学金を新規採用学生 55 名に 5,500,000 円（1 人につき 100,000 円）

支給しました。当該金額は事業費の「奨学金」に含まれております。 

なお、前事業年度において支給見込額の半額 3,000,000 円を特定費用準備金として新たに積み

立てておりましたが、当事業年度においてこれを取り崩しております。 

 

 

  (3)NPO 法人 翼学園への寄附について 

    1985 年以来 30 有余年に渡り、不登校の青少年に対し独自の教育社会復帰プログラムに基づき

710 余名卒業・社会復帰の実績を有する NPO 法人翼学園の活動に賛同し、5,000,000 円の寄附

を行いました。当該金額は管理費の「寄付金」に計上しております。 

 

 

(4)当法人 30 周年記念式典について 

当初計画しておりました当法人の 30 周年記念式典は新型コロナウィルス感染症の影響で開

催の目途が立たないため、やむを得ず中止とし、特定費用準備資金の使途を 35 周年記念式典

費用に変更し、特定資産にそのまま積み立てております。 

 

 

4. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）
科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
投資有価証券 9,105,000,000 1,035,000,000 10,140,000,000
定期預金 130,000,000 130,000,000 130,000,000 130,000,000
小 計 9,235,000,000 1,165,000,000 130,000,000 10,270,000,000

特定資産
奨学金積立預金 102,000,000 102,000,000 102,000,000 102,000,000
退職給付引当資産 2,988,825 3,371,010 2,988,825 3,371,010
奨学生拡充資産 7,320,000 1,440,000 7,320,000 1,440,000
記念式典積立資産 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000
小 計 117,308,825 111,811,010 117,308,825 111,811,010
合 計 9,352,308,825 1,276,811,010 247,308,825 10,381,811,010  



5. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 担保に供している資産 

担保に供している資産はありません。 

 

 

7. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. 保証債務等の偶発債務 

保証債務等はありません。 

 

9. 関連当事者との取引 

当法人の理事が代表を務める株式会社ミウラとの間で事務所賃貸契約(契約金額 300,000 円/月) 

を締結しております。敷金等の授受はありません。 

 

(単位：円)

基本財産
投資有価証券 10,140,000,000 10,140,000,000 - -
定期預金 130,000,000 100,000,000 30,000,000 -
小 計 10,270,000,000 10,240,000,000 30,000,000 -

特定資産
奨学金積立預金 102,000,000 - 102,000,000 -
退職給付引当資産 3,371,010 - 3,371,010 3,371,010
奨学生拡充資産 1,440,000 - 1,440,000 -
記念式典積立資産 5,000,000 - 5,000,000 -

小　計 111,811,010 - 111,811,010 3,371,010
合　計 10,381,811,010 10,240,000,000 141,811,010 3,371,010

(うち負債に
対応する額)

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

 

（単位：円）
科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建 物 附 属 設 備 1,592,195 8,889 1,583,306
什 器 備 品 5,862,629 1,171,890 4,690,739
ソ フ ト ウ ェ ア 653,400 468,270 185,130

合 計 8,108,224 1,649,049 6,459,175

 


